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序     文 
 

昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力への期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA活用の必要性・重要性が

謳われてきています。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題に対応する科学技

術協力」事業が新設されました。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症等の分野におい

て、わが国と開発途上国の共同での技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、わが国の科

学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上の図ることを目的としています。なお、本事業

は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（JST）、外務省、独立行政法人国際協力機構（JICA）

の 4機関が連携するものであり、国内での研究支援は JSTが行い、開発途上国に対する支援は JICA

が行うこととなっています。 

日本国政府は、エジプト・アラブ共和国政府からの地球規模課題対応国際科学技術協力事業の

要請に基づき、「ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プロジェクト」を実施することを決

定しました。 

これを受け、JICAは 2009年 1月 12日から 1月 26日まで当機構農村開発部技術審議役 合屋善

之（当時）を団長とした詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの妥当性や詳細計画等につ

いてエジプト・アラブ共和国政府関係者と協議を行うとともに、プロジェクトサイトの調査や関

連資料の収集を行いました。 

本報告書は、これら調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、本プロジェクト実施にあ

たり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。 

 

平成 24年 2月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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ナイルデルタの圃場と用水路  サキヤ（揚水水車） 

かつては家畜が回していたが、現在では動

力に原動機を使用 
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技協（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

事業事前評価表 
 

１．案件名（国名） 

  国 名：エジプト・アラブ共和国 

  案件名：ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産プロジェクト 

 

２．事業の背景と必要性 
（１）エジプト・アラブ共和国における水資源セクター、農業セクターの現状と課題 
 エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、急激な人口増加（年率 2％）
に対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大とが主な開発課題として挙げられ

ている。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での単位面積当たりの農業生産量は

限界に達していると考えられるうえ、同地域内で新たに農地を開発する余地はない。一方、同

国の水資源の大部分を賄うナイル川からの取水がスーダンとの二国間協定（ナイル川協定、

1954年）により年間 555億 tに制限されていること、エジプトの年間降水量が 25mm程度（カ
イロ）であることから、同国での新たな水資源の開発も困難である1。このため同国は、ナイ

ルデルタ地域の農業用水の有効利用を図ることで発生した余剰水により、ナイルデルタ周辺の

砂漠地域に灌漑農地を拡大することで食糧生産の増大を図ろうとしている。また、農業セクタ

ーは就業人口の 3割を抱え、その多くが小規模農地の貧困層であることから、これら周辺地域
への新たな農地の開発・拡大を通じて、就業人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増

加を図ろうとしている。 
 これに対して、わが国はこれまで、農民参加型による水管理組織の強化、取水堰の改修や用

水ポンプの交換や機械化の促進による効率的な水管理や農業生産の効率化に関する支援を実

施してきた。 
 同国の第 6次国家社会経済開発計画（2007年 8月～2011年 12月）においては、新たな農地
の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に挙げられているが、同計画や 2017年を目標年に
掲げる国家水資源計画の施策は具体性に乏しい。このため、アスワンハイダムの建設により洪

水が排除された後の塩類集積による土壌への影響、塩類集積回避のために埋設された暗渠排水

の効果、流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用できない排水の再利用の可能性等を把握

したうえで、農業用水の有効利用を図るための包括的かつ具体的な水管理の方策を示す必要が

あり、大学等の研究機関がデータや知見に基づいて現状を分析し、改善策を提示することが求

められている。 
 
（２）エジプトの開発計画と本事業の位置づけ 

 エジプトの「第 6次国家社会経済開発 5カ年計画」（2007年 8月～2011年 12月）において
は、生活水準の向上、住民参加型の開発、政治改革などを主な計画目標としている。同計画で

は、これらの目標を達成する手段のひとつとして、ナイル川の水資源利用の効率化を掲げてお

り、そこで得た水資源を活用することによって、新たな農地の拡大と雇用の拡大を図ることと

している。また、同国政府は 2017年を目標年とする国家水資源計画をオランダの支援により
策定しており、その中で、既存水資源の有効利用の促進（灌漑システムの改善、新規作物の導

入等）、水質の保全と汚染防止（関連法規の整備、水質の定期管理等）に言及している。これ

らの目標を達成するには、各関係機関が連携して「統合型水資源管理（Integrated Water Resource 
Management：IWRM）」を進めることが重要であり、地表水と地下水、水量と水質を同時に考

                             
1 エジプトはナイル川上流にアスワンハイダムを建設し、1964年より貯水を開始し、新たな水資源により多くの農地を開発したが、

ナイル川の水資源は既に使い尽くされている。 
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慮して水資源を包括的に管理するとともに、あらゆるレベルの計画者、政策決定者を巻き込ん

だ、水利用者による参加型アプローチによって水資源を開発・管理することが明記されてい

る。本プロジェクトは、これら計画の達成に資する案件である。 

 

（３）わが国及び JICAの援助方針と実績 

 わが国は対エジプト国別援助計画（2008年 6月）を策定し、同国を、「中東・アフリカ地

域の平和と安定や経済発展に重要な役割を担っており、わが国を含む国際社会の安定と繁栄

に直結する重要な国」と位置づけている。また、同援助計画に沿った JICA の国別援助実施

方針（案）2では、同国の「競争力のある安定した経済社会」への移行を支援するため、「持

続的成長と雇用創出の実現」、「貧困削減と生活水準の向上」、「地域安定化の促進」を 3本柱

とした戦略的な取り組みを掲げている。水利用の高度化による持続的な食糧及び燃料作物の

生産に取り組む本プロジェクトは、持続可能な発展に資する環境対策を通じた「持続的成長

と雇用創出の実現」と、貧困層の多くを抱える農業従事者の生活水準の向上を通じた「貧困

削減と生活水準の向上」とに貢献すると期待される。 

 さらに、昨今、わが国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力への期待が高

まるとともに、日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における ODA 活

用の必要性・重要性が謳われてきた。内閣府総合科学技術会議が取りまとめた「科学技術外

交の強化に向けて」（2007 年 4 月、2008 年 5 月）や、2007 年 6 月に閣議決定された「イノ

ベーション 25」において途上国との科学技術協力を強化する方針が打ち出されている。 

 そのような中で、環境・エネルギー、防災及び感染症をはじめとする地球規模課題に対し、

開発途上国と共同研究を実施するとともに、途上国側の能力向上を図ることをめざす、「地

球規模課題に対応する科学技術協力」事業が平成 20 年度に創設された。本案件はこのひと

つとして採択されていることから、わが国政府の援助方針・科学技術政策に合致している。

 なお、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業は、文部科学省、独立行政法人科学

技術振興機構（JST）、外務省、JICA の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は

JSTが行い、開発途上国に対する支援は JICAが行うこととなっている。 

 

（４）他の援助機関の対応  

 エジプトでは水資源管理分野に係る支援が多く行われている。世銀やオランダをはじめと

する他ドナーの活動は、灌漑排水施設の改修及び新設と、それら施設を管理するための水利

組合の設立支援を中心に進められているが、営農面での支援と併せて包括的な取り組みを行

うプロジェクトではない。 

   関連するプロジェクトの概要は以下のとおりである。 

１）統合型灌漑改善管理プロジェクト（2006～2013年） 

 世銀、ドイツ復興金融公庫（KfW）、オランダ国政府の融資または無償による支援を受

けて水資源灌漑省が実施するプロジェクトで、4 灌漑県3の 21 灌漑区 3における灌漑排水

管理の改善と灌漑用水の利用に係るサービスの効率化とを目的として、水管理のための施

設の改善、圃場水管理方法の改善、水利組合の設立強化及び関係者の能力向上の 4つのコ

ンポーネントから成る。 

２）ファユーム水利組織プロジェクト（2007～2010年） 

 オランダ国政府による支援を受けて水資源灌漑省が実施するプロジェクトで、ファユー

                             
2 2009年3月末現在、策定中。 
3 エジプトの灌漑管区を管轄する単位。中央レベル、地方管区レベル、灌漑県（ダイレクトレート）灌漑区（ディストリクト）レベ

ルに分かれる。 
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ム県内の全 9灌漑区における水管理の改善を目的として、水利組合の設立、既存の水利組

合の強化、統合水管理の実施に向けた体制の構築、環境モニタリングの実施、セミナーを

通じた水利組合を管理する行政職員の能力強化等を行う。 

３）統合型水管理プロジェクト（2004～2008年） 

 米国国際開発庁（USAID）の支援を受けて水資源灌漑省が実施するプロジェクトで、中

デルタ地域及び上エジプト地域の 5灌漑県における水利用効率と生産性の向上を目的とす

る。そのために地方レベルの水資源灌漑省職員及び農業土地開拓省職員などの関係者の能

力向上に焦点を当て、水管理に係る意思決定の分権化と、農村部住民の意思決定プロセス

への促進を支援する。 

４）灌漑改善プロジェクト（フェーズ 1：1996～2006年）（フェーズ 2：2007年～） 

 世銀、KfW、石油輸出国機構（OPEC）が資金援助して水資源灌漑省が実施するプロジ

ェクトで、ナイルデルタ（カフル・シェイク県とベヘイラ県にある 3 つの灌漑区の

104,160ha）における従来の灌漑システムの改善と、農業生産及び農業所得の向上とを目的

とする。灌漑施設の改善、灌漑水の公正な配分、圃場レベルでの水管理改善に焦点を当て

ている。JICAによる技術協力プロジェクト「ナイルデルタ水管理改善計画」（2000～2007

年）は本プロジェクトと協調して実施した。 

 

（５）本事業の必要性 

 昨今の食糧価格の高騰を経験し、将来的に再び需給が逼迫し、局地的な食糧不足が起きる

のではないかと懸念されているが、農産物の増産には、十分な量と質の農業用水が不足して

いることが大きな障害のひとつとなっている。本プロジェクトが研究対象とするエジプトの

ナイルデルタ地域は、広大な平野と日射量に恵まれているが、水資源が制限されているため、

既存の灌漑農地においても農業用水の劣化や塩類集積などの問題が顕在化している。こうし

た状況は、乾燥地域に位置する他の中東諸国、アフリカ諸国においても生じており、農産物

増産のために限られた水資源の有効活用が求められている。本プロジェクトを通じて得られ

る知見や手法・方策は、これらの国にも効果的に適用され得るものと期待される。 

 また、経済発展と人口増加により加速すると懸念される水不足、水質汚染、エネルギー不

足、土壌劣化の問題に対する解決策はいまだ万全とはいえない。水資源の大部分を消費する

農業分野においては、調査･研究活動を通じて農業用水の高度利用に関する具体的方策を提

示し、食糧や燃料として活用できる作物の持続的な生産が求められている。このような背景

の下で、「ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産」のためのプロジェクトが「地球規

模課題対応国際科学技術協力案件（SATREPS）」としてエジプト国政府から要請された。 

 本プロジェクトでは、食糧や燃料作物の土地生産性、水生産性の向上という地球規模の課

題に対して、科学的に検証された具体的方策を提示することをめざしており、その恩恵はエ

ジプトだけにとどまらず、他の乾燥地域にも応用可能であり、ひいては食糧の世界的な需給

の緩和にもつながることから、間接的にはわが国を含む食糧輸入国も裨益すると考えられ

る。 

 エジプトでは、アスワンハイダム完成後約 50 年にわたって灌漑農業が行われてきた。他

方、わが国の参加型灌漑管理の歴史は長く、江戸時代から 300年以上続いており、その知見・

経験は途上国に対する技術協力において普及・活用され、エジプトに対しても貢献可能であ

る。JICA は現在、ナイル流域全体に参加型水管理手法を普及させるための人材育成のため

の技術協力プロジェクト「水管理改善プロジェクトⅡ（WMIP2）」を実施しているが、新た

に始める本プロジェクトで提示される科学的データに裏打ちされた節水農業や参加型水管

理の手法はWMIP2が構築する体制を通じて広くエジプト国内に普及されることになる。 
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３．事業概要 

（１）事業概要  

 本プロジェクトは、日本・エジプト両国の大学及び研究機関がこれまで蓄積してきた水利

用と農業生産に係る研究成果や知見を活用した課題解決のための研究であり、食糧及び燃料

作物の持続的生産を可能にするような農業用水の高度利用化のための方策を示し、同国の社

会経済開発計画の策定及び実施に役立てることを目的とする。 

 そのため、ナイルデルタ地域を中心に、①用水路レベルでの水配分･水管理の合理化の方

策の提示、②土壌の塩害防止のための方策の提示、③圃場レベルの適切な農業生産・灌漑シ

ステムの提示、④食用作物の栽培に適さない排水を利用した燃料作物等の栽培の可能性の検

討、を行う。 

 

（２）プロジェクトサイト及び受益者 

・ナイルデルタ地域（バハル・テラ灌漑用水路受益地を主に、水田、畑作地、果樹栽培地）

・沿岸部地域及びナイルデルタ周辺砂漠開拓地 

 

カイロ大学農学部、国立水研究センター、国立農業研究センターの研究員 20名程度  

 

（３）協力の枠組み 

＜プロジェクト目標＞ 

 社会経済開発計画及び国家水資源計画、国家農業生産計画に記載されている砂漠開拓

地の開発のために、行政関係者、研究者及び農民が、ナイルデルタ地域での農業分野の

水利用の高度化を図りながら農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策

を示す。 

 

＜成果＞ 

１．用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。  

２．圃場の塩害防止の方策が提示される。  

３．適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。  

４．食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可

能性が示される。 

 

＜活動＞ 

成果全般に係る活動 

①主要作物の慣行農法及び節水農法適用時の蒸発散量を調査する。  

②防風林の蒸散量並びに防風林で囲まれた農地の蒸発散量を調査する。  

③水管理に係る改善の程度（水利組合、インフラなど）が異なる地区における水配分、

水収支及び塩収支の特徴を明らかにする。  

④圃場内における適切な除塩の手法を確立する。  

⑤排水利用が盛んな水路末端地区における塩類集積の将来予測を行い、その対策を立

てる。 

成果１．用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

①灌漑用水の農民及び農民グループへの量的配分の現状とそれによって影響を受け

ている土地利用・営農の状況を調査する。 

②不均等な水配分を生じさせている施設、組織、農民の行動の現状を調査する。 

③将来、灌漑用水の配分が減少した際の、現状の施設、組織の下で予想される水配分



v 

と作物選択等における影響、問題点を調査する。 

④把握された問題点を防止して持続的・効率的な灌漑を行うために可能な方策を提示

する。 

⑤ナイルデルタ地域の水収支・塩収支の傾向を明らかにする。 

 

成果２．圃場の塩害防止の方策が提示される。 

①土壌の質（土壌の分類や土壌中の塩の動態を含む）、灌漑用水の水質、地下水位の

現状を調査する。 

②従来の暗渠排水の設計・管理方法の問題点を摘出し、土壌の塩類集積防止のための

地下水・暗渠・排水の管理計画を策定する。 

③灌漑用水の水質・地下水位変動からみた、土壌中の塩類動態に関する将来予測を行

う。 

④土壌中の溶液、溶質、熱の移動をモニタリングし、塩類や重金属の集積について数

値解析を行う。 

⑤食用作物と燃料作物の栽培実験圃場における適切な灌漑方法と土壌資源の管理方

法を策定する。 

 

成果３．適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

①現在の作付け体系を調査し、将来の水供給量に見合った適切な作付け体系を提示す

る。 

②現在の灌漑水量を分析し、節水灌漑手法を検討する。 

③土壌の塩類集積の分布を調査し、適切な作物選択を提示する（作物選択の際に遺伝

子レベルでの解析も行い、塩分濃度の高い水に対応した新たな作物の実証栽培等を

行う）。 

④現在の家畜利用状況を明確にし、効率的な飼料栽培・家畜飼育システムを提示する。

（稲わらを含む農業残渣の飼料への活用の検討を含む） 

 

成果４．食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培

の可能性が示される。 

①ナイルデルタ各地の作付け体系及び農業活動に係る燃料や電気の使用量を把握す

る。 

②排水を利用した燃料作物栽培技術を提示する。 

③ナイルデルタ地域内の役畜の飼育・利用状況を把握する。 

④農業活動に関する役畜の仕事量（揚水や荷役など）と燃料作物から生産が期待され

るエネルギー量の比較検討を行う。 

 

＜投入＞ 

日本側 

（a）専門家：長期専門家 1名（業務調整） 

短期専門家 14名（水収支・塩収支、水管理、土壌、食糧生産、バイオ

燃料） 

（b）機材供与：流量計、電気伝導度計、点滴灌漑施設などを必要に応じて供与・設

置 

（c）研修員受入れ：3～5名/年 
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エジプト側 

（a）C/Pの配置 

プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネジャーを含め、水文学、灌漑

排水学、土壌学、作物学、家畜栄養学などを専攻するカイロ大学、国立水研究セ

ンター、国立農業研究センターの研究員 

（b）施設（執務室、実験室、試験圃場を含む）の提供 

プロジェクト用の執務室（カイロ大学と国立水研究センター傘下の水管理研

究所の 2カ所） 

カイロ大学が保有する試験・分析機材 

国立水研究センター並びに国立農業研究センターが保有する試験圃場 

 

（４）総事業費／概算協力費 

   約 3.5億円（JICA予算ベース） 

 

（５）事業実施スケジュール（協力期間） 

   平成 21年 7月～平成 26年 6月（5年間） 

 

（６）事業実施体制（実施機関／C/P） 

＜日本側実施機関＞ 

筑波大学を中心に、鳥取大学、三重大学の 3大学 

＜エジプト側実施機関＞ 

カイロ大学農学部（高等教育省） 

国立水研究センター（水資源灌漑省） 

国立農業研究センター（農業土地開拓省） 

 

本プロジェクトはわが国とエジプトの両国の研究機関による共同研究の形態をとる。エジ

プト側の主要実施機関はカイロ大学農学部であるが、国立水研究センターや国立農業研究セ

ンター、これら研究機関を統括する高等教育省・水資源灌漑省・農業土地開拓省からの協力・

支援を得る。 

複数の省庁や研究機関を巻き込んでのプロジェクト活動を円滑に進めるための 5 つのワ

ーキング・グループ（Working Group：WG；①水収支・塩収支グループ、②水管理・農民組

織グループ、③土壌の持続性グループ、④食糧生産の効率性・持続性グループ、⑤バイオ燃

料グループ）と、活動を管理するプロジェクト管理ユニット（Project Management Unit：PMU）、

プロジェクトの進捗・成果を監督する合同運営委員会（Joint Steering Committee：JSC）を設

置する。 

 

（７）貧困・ジェンダー・環境への配慮 

１）貧困 

 本プロジェクトで検証した公平な水分配や水管理の合理化が実行されることによって、ナ

イルデルタ地域全体の小規模農民の農業生産量の増加と、これら農民の生計向上につながる

よう、本プロジェクトで提示する方策が十分実現性のあるものとなるように配慮する。 

２）ジェンダー 

 2000 年から 2007 年にかけて実施された「ナイルデルタ水管理改善プロジェクト

（WMIP）」では、水利組織への女性参加率の低さが指摘された。よって、本プロジェクト

で実施される圃場レベルでの検証開始前に、女性農民を含む農家に対するプロジェクト概
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要の説明を確実に行い、農民レベルでの問題意識の向上や女性農民からの問題提起などが

行われるような環境を整備する。 

３）環境 

 本プロジェクトは、農業分野において将来的に使用可能な水資源量の減少が見込まれる

ことから、その対策を提示するものである。本プロジェクトでは、水資源量の減少によっ

て生ずる可能性のある圃場での塩類集積を回避するための方策を検討するとともに、燃料

作物の栽培に際しても、これが将来的に食用作物の栽培と競合しないように留意する。 

 

（８）他ドナー等との連携 

 エジプトでは、水資源管理分野において営農面での支援と併せて包括的な取り組みを行っ

ているドナーはない。本プロジェクトで提示される水管理手法、土壌管理手法、営農手法の

改善策や燃料作物生産の可能性が、これらドナーの活動に反映されるよう働きかける。  

 このため、定期的に実施される水資源管理に係るドナー会議にプロジェクト関係者が参加

し、関連プロジェクトの進捗状況を把握するとともに、本プロジェクトの内容と成果を周知

することとする。 

 

（９）その他特記事項 

 特になし 

 

４．外部条件・リスクコントロール  

 本プロジェクトでは、適切な作付け体系を提示するとともに、排水を利用した燃料作物栽培

の可能性を検討するため、実証圃場4を設ける。プロジェクト実施期間中の天候不良による作

物の生育不良は、プロジェクトの成果を達成するうえでの外部条件となる。 

 

５．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

 類似案件の有無：有 

 イラク「灌漑農地水管理技術」 

 本プロジェクトでは、高等教育省、水資源灌漑省、農業土地開拓省とエジプト側実施機関が

多岐にわたっており、その運営に際しては、計画省、農業省、水灌漑省の 3省の職員を C/Pと

して灌漑地区の開発計画の策定支援を行った上記イラク案件を参考に、JSCを形成・運営して

適切な情報の交換や共有と効果的なプロジェクト成果の波及を図る。 

 エジプト側関係機関のオーナーシップ確保に留意しながら、本プロジェクトの技術的成果が

できるだけ広範囲に適用されるとともにインパクトが将来的に発現するよう、適格な委員を選

び、JSCを効果的に運営する。 

 

６．評価結果 

 JICA評価ガイドラインに基づいた本プロジェクトの妥当性に関する評価は、以下のとおり。

＜妥当性＞ 

 本プロジェクトの実施の妥当性は以下の観点から高いと判断する。 

・エジプトの第 6次国家社会経済開発計画（2007年 8月～2011年 12月）は、生活水準の

向上、国民参加型の開発、政治改革などを主な計画目標とする。これらの目標を達成す

                             
4 ①水収支・塩収支を測定する圃場、②適切な作付け体系を実証する圃場、③排水を利用した燃料作物栽培の可能性を検討するため

の実証圃場、を設置する。 
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る手段として、新たな農地の拡大を通じた農業・灌漑開発を優先分野として挙げている。

同様に、同国が 2017年を目標年に掲げる国家水資源計画においても排水の再利用、水・

塩収支解析、沿岸砂漠地帯における塩類集積の防止など水資源管理・活用方法の総合的

見直しの重要性を指摘している。本プロジェクトはこれら両課題に水資源の高度利用化

の観点から対策を示すものである。 

・JICA のエジプト国別援助実施方針（案）では、わが国が定める対エジプト国別援助計

画に沿い、持続的成長と雇用創出の実現を重要課題と位置づけている。持続的な食糧・

燃料作物の生産が期待される本プロジェクトは、農民の所得の安定及び向上が期待さ

れ、さらには雇用機会の創出につながると期待される。 

・限られた水資源の有効利用による食糧増産や農地拡大、ひいては雇用の確保などの目標

を掲げる国や地域は、エジプトだけでなく中東地域、アフリカ地域などにも多い。エジ

プトは降水がほとんど期待できず、唯一の水源といっていいナイル川の水資源はスーダ

ンとの二国間協定によりその取水量が制限され、水資源が限られていることから、本協

力の成果を他の乾燥地域で活用する余地は大きい。 

 

＜有効性＞ 

 本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込まれるが、今後は成果達成の判断を行う

目標値を明確にする必要がある。 

・①塩害防止を考慮しながら適切な作物を選択し、灌漑圃場において生産するための方策

と、②用水路レベルでの水配分・水管理の合理化のための方策を提示することは、いず

れも、水を効率的に利用した持続的な農業生産のために必要である。また、食用作物の

栽培に利用できない排水を再利用した燃料作物等の栽培の可能性を示すことは、水利用

の高度化（効率化）に寄与するものと考えられる。これらにより、プロジェクトの成果

及び目標の設定は適切である。  

・両国の研究者など関係者が共通の問題意識を共有・理解し、与えられた役割を果たせる

よう、日本及びエジプト側関係機関で構成する 5つの WGを設置し、PMU及び JSCに

よる管理体制を構築した。これらの実施体制が機能することで、有効なプロジェクトの

実施が期待される。 

 

＜効率性＞ 

 本プロジェクトの効率性は、以下のように予測される。 

・日本側投入：WMIP2との円滑な連携によって、日本側投入の効率化が図られる。 

・エジプト側投入：カイロ大学農学部は、多くの研究機材を有しており、新たな分析機器

の購入、特に高額の分析機器の購入が必要ないことを確認した。また、本プロジェクト

では、実証圃場設置のための協力が農家から十分に得られない可能性があることも考慮

し、国立農業研究センターが有する複数の実験圃場も活用する予定である。よって、資

機材の納入や設置の遅れによるプロジェクト開始時期の遅延といった問題が生じる可

能性は低い。 

 

＜インパクト＞ 

 本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 

１）プラスの波及効果 

 本プロジェクトの活動及び成果は、JSCを通じて関係行政機関に報告されることで、

社会経済開発計画及び国家水資源計画、国家農業生産計画に掲げる食糧生産の増大と雇

用の拡大に生かされ、その実現が見込まれる。また、エジプトと同様の課題を抱える近
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隣地域において、本プロジェクトの成果が応用されることで、地球規模課題の克服への

貢献が見込まれる。 

２）マイナスの波及効果 

 燃料作物栽培と食用作物栽培の競合が生じる危険性があるため、エジプト及びわが国

政府の方針5に沿って、本プロジェクトで提示される方策がこうした競合を誘起しない

よう、エジプト側への方策などの提示に際して十分留意する。 

 

＜自立発展性＞ 

 本プロジェクトの自立発展性は以下のように予測されるが、エジプト側による継続的な

財政面での負担など、自立発展性を確保するための努力が必要である。 

１）人材育成 

 日本人専門家による研究レベルでの技術移転が効果的に行われることで、エジプト側

研究者の問題発掘や分析手法を含む研究能力の向上が期待される。 

２）普及 

 本プロジェクトの研究成果が、WMIP2 にて構築される体制を通じて普及されること

で、ナイルデルタ及び近隣地域において食用作物や燃料作物の増産と住民参加による水

利用の効率化が期待され、農業生産の効率化及び持続性が確保される可能性が大きい。

３）政策レベルでの連携 

 本プロジェクトの実施において、目標を達成するために重要な役割を担うエジプト側

3省（高等教育省、水資源灌漑省、農業土地開拓省）を JSC構成員としており、本プロ

ジェクトを契機にこれら 3省が連携して業務を行うことが期待される。 

 

＜実現可能性（リソース確保、前提条件）＞ 

 本プロジェクトは、これまでエジプト国水資源灌漑省、農業土地開拓省がそれぞれ実施し

てきたナイルデルタ地域の水管理、農業に関する研究活動を、カイロ大学を介した研究協力

として筑波大学が支援するものである。ナイルデルタ地域の水文学、灌漑排水、営農、栽培、

畜産と幅広い分野に取り組む本プロジェクトに必要な日本側・エジプト側の人的・組織的リ

ソースは確保されている 

 

７．今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる主な指標 

 以下のとおり各項目に暫定的な評価指標を設定したが、明確な数値目標は現時点では設定

していない。SATREPS 案件の評価手法確立や、プロジェクト活動の本格化に伴い、またエ

ジプト国の国家水資源計画の目標に沿ったかたちで、各評価項目の見直しと具体化を行う。

 

＜プロジェクト目標とその評価指標＞ 

 社会経済開発計画及び国家水資源計画、国家農業生産計画に記載されている砂漠開拓

地の開発のために、行政関係者や研究者、農民が、ナイルデルタ地域での農業分野の水

利用の高度化を図りながら農業生産の効率化と持続性の確保とを実現するための方策

を示す。 

 

                             
5 2008年7月の北海道洞爺湖サミットでの世界の食糧安全保障に関するG8首脳声明にもあるように、バイオ燃料の持続可能な生産及

び使用のための政策が食糧安全保障と両立するものであることを確保し、非食用植物や非可食バイオマスから生産される持続可能

なバイオ燃料の開発及び商業化に向けた取り組みを加速することとしている。 
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①提示した方策の節水効果6  

②ナイルデルタ地域全体で向上が期待される食糧生産の持続性 

③ナイルデルタ地域を含むエジプト国内で燃料作物の栽培によって期待されるエネ

ルギー生産量 

 

＜成果とその評価指標＞ 

１．用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

1-1. 期待される節水効果 

1-2. 水再利用に関する提案の内容 

1-3. 報告会回数や論文数 

２．圃場の塩害防止の方策が提示される。 

2-1. 期待される塩害防止効果 

2-2. 塩害防止に関する提案の内容 

2-3. 報告会回数や論文数 

３．適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

3-1. 期待される作物生産量 

3-2. 期待される節水効果 

3-3. 報告会回数や論文数 

４．食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可

能性が示される。 

4-1. 燃料作物の栽培によって期待されるエネルギー生産量 

4-2. 燃料作物の栽培に関する提案の内容 

4-3. 報告回数や論文数 

 

（２）今後の評価のタイミング 

・中間レビュー 2011年 12月ごろ 

・終了時評価 2013年 12月ごろ 

 
 

                             
6 後述の指標1-1及び3-2で示される節水効果を合わせた全体的な節水効果を想定している。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 １－１－１ 経 緯 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）では、急激な人口増加（年率 2％）に

対応するため、食糧生産の増大と農業分野での雇用の拡大とが主な開発課題として挙げられて

いる。しかし、主要な農業地域であるナイルデルタ地域での農業生産量は限界に達していると

考えられるうえ、同地域内で新たに農地を開発する余地は少ない。一方、同国の水資源の大部

分を賄うナイル川からの取水がスーダンとの二国間協定（ナイル川協定、1954 年）により年間

555億 tに制限されていること、エジプトの年間降水量が 25mm程度（カイロ）であることから、

同国での新たな水資源の開発も困難である。このため同国は、ナイルデルタ地域の農業用水の

有効利用を図ることで発生した余剰水により、ナイルデルタ周辺の砂漠地域に灌漑農地を拡大

することで食糧生産の増大を図ろうとしている。また、農業セクターは就業人口の 3割を抱え、

その多くが小規模農地の貧困層であることから、これら周辺地域への新たな農地の開発・拡大

を通じて、就業人口の増加に対応するとともに、農民の収入の増加を図ろうとしている。 

これに対して、わが国はこれまで、農民参加型による水管理組織の強化、取水堰の改修や揚

水ポンプの交換や機械化の促進による効率的な水管理や農業生産の効率化に関する支援を実施

してきた。 

同国の「第 6次国家社会経済開発 5カ年計画（Socio-economic Development Five-Year Plan）（2007

年 8 月～2011 年 12 月）」においては、新たな農地の拡大を通じた農業・灌漑開発が優先分野に

挙げられているが、同計画や 2017年を目標年に掲げる「国家水資源計画（National Water Resource 

Plan：NWRP）」の施策は具体性に乏しい。このため、アスワンハイダムの建設により洪水が排

除された後の塩類集積による土壌への影響、塩類集積回避のために埋設された暗渠排水の効果、

流域水収支や塩収支、食用作物の栽培に利用できていない排水の再利用の可能性等を把握した

うえで、農業用水の有効利用を図るための包括的かつ具体的な水管理の方策を示す必要があり、

大学等の研究機関がデータや知見に基づいて現状を分析し、改善策を提示することが求められ

ている。 

昨今の食糧価格の高騰を経験し、将来的に再び需給が逼迫し、局地的な食糧不足が起きるの

ではないかと懸念されているが、農産物の増産には、十分な量と質の農業用水が不足している

ことが大きな障害のひとつとなっている。 

また、経済発展と人口増加により加速すると懸念される水不足、水質汚染、エネルギー不足、

土壌劣化の問題に対する解決策はいまだ万全とはいえない。特に、水資源の配分が削減される

ことになるナイルデルタ地域では、水資源の大部分を消費する農業分野において、調査・研究

活動を通じて農業用水の高度利用に関する具体的方策を提示し、食糧や燃料として活用できる

作物の効率的、持続的な生産手法の確立が求められている。このような背景の下で、「ナイル流

域における食糧・燃料の持続的生産プロジェクト」が地球規模課題対応国際科学技術協力

（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）案件として

エジプト政府から要請された。 
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 １－１－２ 目 的 

①案件の立ち上げをめざして、現地関係機関との調整及び追加情報の収集を行うとともに、協

力の基本構想〔研究計画、実施体制（案）など〕について、エジプト側関係機関とともに策

定し、ミニッツ（Minutes of Meetings：M/M）で確認する。 

②本プロジェクトの要請の背景及び上位計画との整合性を確認するとともに、プロジェクトの

実施体制（関係機関、人員、予算）について、先方政府と協議を行い、合意の上、基本計画

（達成目標、成果、活動、投入、協力期間、ターゲットグループなど）を策定する。 

③プロジェクト実施の妥当性を評価する。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

分 野 氏 名 所 属 

総 括 合屋 善之 
独立行政法人国際協力機構（JICA） 

農村開発部 技術審議役 

研究計画 佐藤 政良 
国立大学法人筑波大学 生命環境科学研究科 教授 

（本プロジェクト研究代表者） 

研究協力 井上 孝太郎 
独立行政法人科学技術振興機構（ Japan Science and 
Technology Agency：JST） 
上席フェロー 

協力計画 野口 拓馬 
JICA農村開発部 畑作地帯グループ 

畑作地帯第二課 

評価分析 三谷 絹子 アイ・シー・ネット株式会社 コンサルタント 

 

１－３ 調査日程 

 2009年 1月 12月～1月 28日（詳細は付属資料１のとおり） 
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第２章 事業の背景 
 

２－１ エジプトにおける灌漑農業の概要と課題 

20 世紀後半の爆発的な世界人口の増加に対して、食糧生産がそれを上回って増加できたのは、

緑の革命によるところが大きい。そして、その期間に 3 倍にも増加した灌漑面積の拡大がそれを

支えた。ところがこれによって地球規模で水資源開発・利用が限界に達し、アラル海縮小等の環

境問題、各国での都市と農業の水争奪が始まっている（21世紀は水の世紀）。これら水問題の解決

には、全世界の水使用量の 70％を占める灌漑部門における水使用効率の改善が焦眉の急である。

とくに、乾燥地域における灌漑排水は、砂漠化防止と砂漠緑化を通して、食糧・環境・エネルギ

ー問題解決のキーになる。 

エジプトにおけるアスワンハイダム（ナセル湖）の建設とその利用は、そのような世界状況の

典型例である。エジプトは、カイロにおける年間降水量が 25mm 程度という乾燥地域であり、そ

の存続はナイル川の水にかかっている（エジプトはナイルの賜）。7 千年にも及ぶとされるナイル

川流域の灌漑は、年 1 回生起する洪水に頼っていた。その限界を破るため、エジプトは、アスワ

ンハイダムの建設に踏み切り、1964 年に貯水を開始した。それ以後、エジプトは、流下してくる

洪水を完全にコントロールするようになって、新たに大量の水資源を手に入れるとともに、洪水

に依存する伝統的なベイスン灌漑1から、用水を全面的にコントロールする管理の時代に入った。

これによって通年灌漑が実施され、多くの農地が開発された。 

アスワンハイダムの建設にあたっては、環境上多くの懸念の声が上げられた。そのうちのひと

つに、洪水を止めてしまった後の耕地の塩類集積によるエジプト農業の持続性の問題があった。

エジプト政府は、塩類集積を予防回避するために、ほぼ全耕地に暗渠排水を敷設した。しかし、

それによって塩類集積問題が解決したのかどうか、総合的な評価は定まっていない。 

一方、アスワンハイダム建設後、著しい人口増加があり、食糧増産と都市拡大のための水使用

が増大したことから、早くも 1988年、ナセル湖がほとんど空になる事態を経験して、エジプトに

おける水資源の限界状況が露呈した。ところが、エジプト政府は、さらに増加し続ける人口への

対策と経済発展を目的に、シナイ半島及び上流部トシュカ地域に、新都市開発と 49 万 ha に及ぶ

砂漠緑化（農地化）のため、大量の水を送る計画を策定し、実行に移している。しかしそのため

の水資源は、ナイル川自体（ナセル湖）にはないので、ナイルデルタ地域を中心とする現在の灌

漑・営農活動を変更改善し、節水することによって生み出さざるを得ない。 

しかし、伝統的な灌漑地域では、長い灌漑の歴史を背景とする旧来の灌漑方法、農法及びアス

ワンハイダム建設後に形成され定着した用水配分システムが存在し、新しい時代、環境条件にお

ける合理的な水利用、農地利用に対する大きな障害になっている。 

 

                                            
1 堤防で囲まれた耕作地に洪水によって増水した水を導き、水位が下がった後に排水し、地力を回復させた耕作地で播種し、洪水期

前に収穫する灌漑方法のこと。 
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２－２ エジプトにおける課題と研究事業の意義 

上述の課題にエジプト政府は取り組もうとし始めているが、用水管理の歴史が浅いため、試行

錯誤を繰り返しながら進めている状況にある。 

JICA は、エジプトの要請に基づき、これまでに農民参加型水管理システム構築を目的とした技

術協力2を行って、日本の技術の移転に一定の成功を収めている。 

他方、ナイルデルタ地域における全面的な節水は、技術的、社会的にどう実現できるのか、ま

た実際にデルタ地域への用水供給を減少させたとき、塩類集積問題を初めとして、デルタ地域の

農業の持続性がどのような影響を受けるのかが大きな問題になる。しかし、このような視点から

の検討・研究はほとんど取り組まれていない。また、原油価格の急騰を背景に、食糧だけでなく

バイオエネルギーの生産も重要な課題に上って来ている。高塩濃度化した農地排水、汚濁水は、

海に捨てることなく不毛地・沙漠でバイオ燃料作物の生産に利用するような総合水戦略の構築も

検討される必要がある。 

日本は、江戸期に水資源供給量の限界まで灌漑農地開発を進展させた結果、水資源の枯渇（水

不足）段階に達した。以来、300年以上にわたる水利紛争・調整の長い経験をもつ、ほとんど世界

唯一の国である。そこで構築した農民参加型水管理に関する工学的手法（ため池の築造、用排水

路の計画・設計、徹底した反復利用の実施方法等）や社会制度的手法（水利組合、土地改良区等

の農民参加型組織等）は世界の先進技術として広く認められている。これらと農学、水文・気象

学、乾燥地工学に関する先端の研究成果を総合的に結集することにより、エジプトの水資源、食

糧・エネルギー生産問題の解決に大きく貢献することが可能である。 

なお、エジプトは、他のアフリカ諸国と同様、貧困層の人口が多く、最近の穀物価格の急騰に

よって暴動が発生するような不安定性を抱えている。この点で、食糧・エネルギーの安定的生産

をいかに確保するかというグローバルな課題の解決が、ローカルにも切実に求められている。 

 

２－３ 他ドナーの協力状況 

エジプトでは水資源管理分野に係る支援が多く行われている。世界銀行（World Bank：WB）や

オランダをはじめとするこうした他ドナーの活動は、灌漑排水施設の改修及び新設と、それら施

設を管理するための水利組合の設立支援を中心に進められているが、営農面での支援と併せて包

括的な取り組みを行うプロジェクトではない。 

 

関連するプロジェクトの概要は以下のとおりである。 

①統合型灌漑改善管理プロジェクト（Integrated Irrigation Improvement and Management Project：

IIIMP）（2006～2013年） 

 WB、ドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW）、オランダ政府の融資または

無償による支援を受けて水資源灌漑省（Ministry of Water Resources and Irrigation：MWRI）が実

施するプロジェクトで、4灌漑県の 21灌漑区3における灌漑排水管理の改善と灌漑用水の利用に

                                            
2 JICAは、当該分野の技術協力プロジェクトとして「ナイルデルタ水管理改善計画（Water Management Improvement Project: WMIP）」

（2000～2007年）、「水管理改善プロジェクトⅡ（Water Management Improvement Project II：WMIP2）」（2008～2012年）を実施して

きているほか、調査等の協力も行っている。 
3 エジプトの灌漑管区を管轄する単位。中央レベル、地方管区レベル、灌漑県（ダイレクトレート）灌漑区（ディストリクト）レベ

ルに分かれる。 
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係るサービスの効率化とを目的として、水管理のための施設の改善、圃場水管理方法の改善、

水利組合の設立強化及び関係者の能力向上の 4つのコンポーネントから成る。 

②ファユーム水利組織プロジェクト（2007～2010年） 

 オランダ政府による支援を受けて MWRI が実施するプロジェクトで、ファユーム県内の全 9

灌漑区における水管理の改善を目的として、水利組合の設立、既存の水利組合の強化、統合水

管理の実施に向けた体制の構築、環境モニタリングの実施、セミナーを通じた水利組合を管理

する行政職員の能力強化等を行う。 

③統合型水管理プロジェクト（2004～2008年） 

 米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）の支援を受けて

MWRI が実施するプロジェクトで、中デルタ地域及び上エジプト地域の 5 灌漑県における水利

用効率と生産性の向上を目的とする。そのために地方レベルの MWRI 職員及び農業土地開拓省

（Ministry of Agriculture and Land Reclamation：MALR）職員などの関係者の能力向上に焦点を当

て、水管理に係る意思決定の分権化と、農村部住民の意思決定プロセスへの促進を支援する。 

④灌漑改善プロジェクト（Irrigation Improvement Project：IIP）（フェーズ 1：1996～2006年）（フ

ェーズ 2：2007年～） 

 WB、KfW、石油輸出国機構（Organization of the Petroleum Exporting Countries：OPEC）が資金

援助して MWRI が実施するプロジェクトで、ナイルデルタ（カフル・シェイク県とベヘイラ県

にある 3つの灌漑区の 104,160ha）における従来の灌漑システムの改善と、農業生産及び農業所

得の向上とを目的とする。灌漑施設の改善、灌漑水の公正な配分、圃場レベルでの水管理改善

に焦点を当てている。JICAによる技術協力プロジェクト WMIPは本プロジェクトと協調して実

施した。 
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第３章 事業概要 
 

３－１ 事業の目的 

本プロジェクトは、日本・エジプト両国の大学及び研究機関がこれまで蓄積してきた水利用と

農業生産に係る研究成果や知見を活用した課題解決のための研究であり、食糧及び燃料作物の持

続的生産を可能にするような農業用水の高度利用化のための方策を示し、同国の社会経済開発計

画の策定及び実施に役立てることを目的とする。 

そのため、ナイルデルタ地域を中心に、①用水路レベルの水配分･水管理の合理化の方策の提示、

②土壌の塩害防止のための方策の提示、③圃場レベルの適切な農業生産・灌漑システムの提示、

④食用作物の栽培に適さない排水を利用した燃料作物等の栽培の可能性の検討、を行う。 

 

３－２ 協力活動内容 

 ３－２－１ 対象地域 

・ナイルデルタ地域（バハル・テラ用水路受益地を主に、水田、畑作地） 

・沿岸部地域及びデルタ周辺砂漠開拓地 

 

 ３－２－２ 受益者 

・直接受益者：カイロ大学農学部、国立農業研究センター（Agricultural Research Center：ARC）、

国立水資源研究センター（National Water Research Center：NWRC） 

・間接受益者：ナイルデルタ地域の小規模農民及びその他地域の小規模農民 

 

 ３－２－３ 協力期間 

  5年間（2009～2014年） 

 

３－３ 基本計画 

 ３－３－１ プロジェクト目標 

 社会経済開発 5 ヵ年計画及び NWRP、国家農業生産計画に記載されている砂漠開拓地の開発

のために、行政関係者、研究者及び農民が、ナイルデルタ地域での農業分野の水利用の高度化

を図りながら農業生産の効率化と持続性の確保を実現するための方策を示す。 

 

 ３－３－２ 成果と想定される活動 

 【成果】 

１．用水路レベルでの水配分及び水管理の合理化の方策が提示される。 

２．圃場の塩害防止の方策が提示される。 

３．適切な作物選択がなされ、圃場レベルの灌漑方法の改善手法が提示される。 

４．食用作物の栽培には利用できない末端水路の排水を利用した燃料作物等の栽培の可能性が示

される。 
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 【活動】 

  成果全般に係る活動 

①主要作物の慣行農法及び節水農法適用時の蒸発散量を調査する。 

②防風林の蒸散量並びに防風林で囲まれた農地の蒸発散量を調査する。 

③水管理に係る改善の程度（水利組合、インフラなど）が異なる地区における水配分、水収支

及び塩収支の特徴を明らかにする。 

④圃場内における適切な除塩の手法を確立する。 

⑤排水利用が盛んな水路末端地区における塩類集積の将来予測を行い、その対策を立てる。 

 

  成果１に係る活動 

①灌漑用水の農民及び農民グループへの量的配分の現状とそれによって影響を受けている土

地利用・営農の状況を調査する。 

②不均等な水配分を生じさせている施設、組織、農民の行動の現状を調査する。 

③将来、灌漑用水の配分が減少した際の、現状の施設、組織の下で予想される水配分と作物選

択等における影響、問題点を調査する。 

④把握された問題点を防止して持続的・効率的な灌漑を行うために可能な方策を提示する。 

⑤ナイルデルタ地域の水収支・塩収支の傾向を明らかにする。 

 

  成果２に係る活動 

①土壌の質（土壌の分類や土壌中の塩の動態を含む）、灌漑用水の水質、地下水位の現状を調

査する。 

②従来の暗渠排水の設計・管理方法の問題点を摘出し、土壌の塩類集積防止のための地下水・

暗渠・排水の管理計画を策定する。 

③灌漑用水の水質・地下水位変動からみた、土壌中の塩類動態に関する将来予測を行う。 

④土壌中の溶液、溶質、熱の移動をモニタリングし、塩類や重金属の集積について数値解析を

行う。 

⑤食用作物と燃料作物の栽培実験圃場における適切な灌漑方法と土壌資源の管理方法を策定

する。 

 

  成果３に係る活動 

①現在の作付け体系を調査し、将来の水供給量に見合った適切な作付け体系を提示する。 

②現在の灌漑水量を分析し、節水灌漑手法を検討する。 

③土壌の塩類集積の分布を調査し、適切な作物選択を提示する。 

④現在の家畜利用状況を明確にし、効率的な飼料栽培・家畜飼育システムを提示する。 

 （稲わらを含む農業残渣の飼料への活用の検討を含む） 

 

  成果４に係る活動 

①ナイルデルタ各地の作付け体系及び農業活動に係る燃料や電気の使用量を把握する。 

②排水を利用した燃料作物栽培技術を提示する。 

③ナイルデルタ内の役畜の飼育・利用状況を把握する。 
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④農業活動に関する役畜の仕事量（揚水や荷役など）と燃料作物から生産が期待されるエネル

ギー量の比較検討を行う。 

 

 ３－３－３ 外部条件・リスクコントロール 

 本プロジェクトでは、適切な作付け体系を提示するとともに、排水を利用した燃料作物栽培

の可能性を検討するため、実証圃場を設ける。プロジェクト実施期間中の天候不良による作物

の生育不良は、プロジェクトの成果を達成するうえでの外部条件となる。 

 

３－４ 実施体制 

 本プロジェクトはわが国とエジプトの共同研究であり、以下のとおり、わが国から 14人、エジ

プトから 14 人の研究者が配置される投入計画（案）が同意された。日本側の 14 人の研究者の選

出は完了しており、エジプト側実施機関であるカイロ大学農学部に同研究者の履歴書が 2009 年 2

月中旬までに共有されることが確約された。エジプト側の研究者は現在選定中であり、日本側研

究者と調整を図り、本プロジェクトに最適な人材を確保することに留意している。 

 本プロジェクトのエジプト側実施機関はカイロ大学農学部であるが、本プロジェクトは農業・

灌漑・水管理と 3分野に及ぶため、カイロ大学農学部は ARCや NWRC、そして上記分野を担当す

る高等教育省（Ministry of Higher Education and Science：MHES）、MWRI、MALRからの協力・支

援が必要である。よって、本プロジェクトの実施にあたり、エジプト側主要 3 機関であるカイロ

大学農学部、ARC、NWRC間で本プロジェクトへの参加同意書が R/D（Record of Discussions：討

議議事録）締結までに調印されることが約束された（本参加同意書のドラフト版は付属資料３．

M/Mの ANNEX IIを参照）。なお、本プロジェクトの実施において、以下の 2つの組織の設立につ

いて協議・同意がされた（同 ANNEX VI参照）。 

 

合同運営委員会（Joint Steering Committee：JSC） 

 本プロジェクトの JSC は、最低年 2 回の会合開催や以下の責任を果たすことが確約された。

同委員会は 2つの委員会から構成され、1つは以下の①から③を担当し、もう 1つは④を担当す

ることが同意された（詳細は、付属資料３. M/M ANNEX VII参照）。なお、同委員会の委員長

（Chairman）は、カイロ大学農学部学長が就任する予定である。 

①R/Dに記載された規定に基づいて立案された年次活動計画・予算案などの確認と承認 

②本プロジェクトの全体的な進捗状況の評価 

③その他、本プロジェクトの効率的実施のための問題などへの対応・対処 

④全体的な活動進捗についてのアドバイス 

 

プロジェクト管理ユニット（Project Management Unit：PMU） 

 本プロジェクトの PMUは、月例会合の開催や以下の責任を果たすことが同意された（詳細は、

付属資料３. M/M ANNEX VIII参照）。同ユニットの委員長は、エジプト側と日本側から 1人ず

つ選出されることで同意された。 

①R/Dに記載された規定に基づいて立案された各グループの活動計画の確認 

②活動の進捗監理 

③JSC、JICA及び JSTへプロジェクト月報の提出 
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④その他、本プロジェクトの効率的実施のための問題などへの対応・対処 

 

 本プロジェクトの投入については、以下の投入計画（案）をわが国とエジプト間で協議をし、

R/D調印へ向けて両国間で最終調整を行うことが同意された。 

 

日本側投入（付属資料３. M/M ANNEX III参照） 

専門家：15人（業務調整員 1人含む） 

供与機材：必要に応じ調整（付属資料３. M/M ANNEX IV参照） 

研修生受入：原則として付属資料３. M/M ANNEX IIIに記載されたエジプト側研究者のみが

参加対象となることが同意された。 

その他（付属資料３. M/M ANNEX V参照） 

 

エジプト側投入（付属資料３. M/M ANNEX III参照） 

共同研究者の配置：14人 

施設（執務室、実験室、試験圃場などを含む）（付属資料３. M/M ANNEX V参照） 

 

 本プロジェクトの各活動実施にあたり、以下の 5つのワーキング・グループ（Working Group：

WG）の設立が計画され、わが国とエジプト側からそれぞれ主任研究者を 1人ずつ配置することが

同意された。 

①水収支・塩収支グループ 

②水管理・農民組織グループ 

③土壌の持続性グループ 

④食糧生産の効率性・持続性グループ 

⑤バイオ燃料グループ 

 

 選出された主任研究者は、グループごとに計画された年次活動計画を効果的に実施するための

取りまとめを行うと同時に、他グループ主任研究者と有効に意見・情報交換を行うことが期待さ

れる。その他、主任研究者はプロジェクトマネジャーへの定期的な進捗状況の報告が必要であり、

本プロジェクトの JSCに提出する月次報告書の作成に協力することが期待される。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目 

 ４－１－１ 妥当性 

 以上の点から本プロジェクトの実施は妥当であり、上記の課題の克服やエジプト農業の持続

性を確保する体制方策に貢献できると考える。また、本プロジェクトの成果が地球規模課題の

解決に寄与することも見込まれる。 

 

 （１）必要性 

エジプトは 1960年にナイル川上流にアスワンハイダムの建設を着工し、1964年より貯水

を開始した結果、新たな水資源が確保され多くの農地が開拓された。ところが、急激な人口

増加が進むエジプトでは、沙漠地域の農地開発の結果ナイル川の水資源利用が限界に到達し、

年間降水量が 25mm程度という乾燥地帯に位置するエジプトにおいて、伝統的灌漑方法の改

善による節水の導入による水資源管理の高度化や塩類集積による農業の持続性についての

問題解決等が緊急の課題となっているのが現状である。こうした状況の下、エジプトのカイ

ロ大学農学部及び MWRI 水管理研究所は農作物の節水灌漑技術や持続的な水配分システム

等の確立に関する協力を、わが国に要請した。 

わが国は、2008 年度より文部科学省、JST、外務省、JICA の 4 機関が連携して地球規模

課題に対応する科学技術協力として SATREPS事業を新設し、わが国の科学技術力を活用し、

発展途上国との共同による技術の開発・応用や新しい知見の発掘を通じて、わが国と途上国

側の科学技術及び研究能力の向上が図られることを推進している。よって、日本と比較して

用水管理の歴史が浅いエジプトに対して、わが国がこの事業を通じてエジプトのニーズに対

応するための共同研究に参加することの必要性は高いと判断される。 

また、限られた水資源の有効利用による食糧増産や農地拡大、ひいては雇用の確保などの

目標を掲げる国や地域は、エジプトだけでなく中東地域、アフリカ地域などにも多い。エジ

プトは降水がほとんど期待できず、唯一の水源といってよいナイル川の水資源はスーダンと

の二国間協定によりその取水量が制限され、水資源が限られていることから、本協力の成果

を他の乾燥地域で活用する余地は大きい。 

 

 （２）優先度 

本プロジェクトの実施の妥当性は以下の観点から高いと判断する。 

①エジプトの第 6次国家社会経済開発 5ヵ年計画は、生活水準の向上、国民参加型の開発、

政治改革などを主な計画目標とする。これらの目標を達成する手段として、新たな農地

の拡大を通じた農業・灌漑開発を優先分野として挙げている。同様に、同国が 2017 年

を目標年に掲げる NWRP においても排水の再利用、水・塩収支解析、沿岸砂漠地帯に

おける塩類集積の防止など水資源管理・活用方法の総合的見直しの重要性を指摘してい

る。本プロジェクトはこれら両課題に水資源の高度利用化の観点から対策を示すもので

ある。 

②わが国が 2008年 6月に発表した対エジプト国別援助計画によると、エジプトは中東・

アフリカ地域の大国であり、同地域の平和と安定や経済発展に重要な役割を担っている。
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わが国はエジプトを中心に中東地域の平和と安定に寄与するため、エジプトに対してわ

が国 ODAを効果的・効率的に活用し、持続的成長と雇用創出の実現や貧困削減と生計

水準の向上に貢献することが期待される。そして、SATREPS 事業を通じて、わが国の

科学技術力を活用し、発展途上国との共同による技術の開発・応用や新しい知見の発掘

を通じてわが国・途上国側の科学技術及び研究能力の向上を図ることが期待される。よ

って、本プロジェクトの目標である農業生産の効率化及び持続性の確保の実現のための

方策を示すことは、わが国の対エジプト援助政策と整合が取れていると判断できる。 

③JICA のエジプト国別援助実施方針（案）では、わが国が定める対エジプト国別援助計

画に沿い、持続的成長と雇用創出の実現を重要課題と位置づけている。持続的な食糧・

燃料作物の生産が期待される本プロジェクトは、農民の所得の安定及び向上、さらには

雇用機会の創出につながると期待される。 

 

 （３）手段としての妥当性 

①日本側が提案した水質、水収支のバランス、土壌、農業生産等の調査を実施するための

対象地域選定基準の説明が行われた。エジプト側との協議の結果、現在 WMIP2の対象

地域を含むババル・テラ灌漑用水路が、本プロジェクトの対象地域として適切と判断さ

れた。しかし、本調査実施中に試験的な食糧生産や燃料作物の試験栽培を行うための対

象地域の特定が行われなかったので、プロジェクト開始後にこれら生産・栽培活動を実

施する地域の選定を行う必要がある。 

②わが国の節水灌漑や住民参加型水管理における技術の知見や経験は、国内のみならず途

上国に対する技術協力でも普及・活用されている。日本側研究代表者は、JICA の技術

協力事業において実務経験を有し、エジプト側実施機関のひとつである NWRCとは 17

年間の研究交流の実績をもつ。 

③また、現在ナイルデルタ地域において実施されている技術協力プロジェクト WMIP2を

通じて、本プロジェクトの研究成果として期待される節水・水管理の新たな手法が反

映・普及されることによって、わが国が支援する 2つのプロジェクトの相乗効果が期待

される。したがって、日本の技術的優位性は高いと考える。 

 

 ４－１－２ 有効性 

 本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込まれるが、今後は成果達成の判断を行う目

標値を明確にする必要がある。 

 

①(1)塩害防止を考慮しながら適切な作物を選択し、灌漑圃場において生産するための方策と、

(2)用水路レベルでの水配分・水管理の合理化のための方策を提示することは、いずれも、

水を効率的に利用した持続的な農業生産のために必要である。また、食用作物の栽培に利用

できない排水を再利用した燃料作物等の栽培の可能性を示すことは、水利用の高度化（効率

化）に寄与するものと考えられる。したがって、プロジェクトの成果及び目標の設定は適切

である。 

②両国の研究者など関係者が共通の問題意識を共有・理解し、与えられた役割を果たせるよう、

日本及びエジプト側関係機関で構成する 5 つのワーキング・グループを設置し、PMU 及び
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JSCによる管理体制を構築した。これらの実施体制が機能することで、有効なプロジェクト

の実施が期待される。 

 

 ４－１－３ 効率性 

 本プロジェクトの効率性は、以下のように予測される。 

 

①日本側投入：WMIP2との円滑な連携によって、日本側投入の効率化が図られる。 

②エジプト側投入：カイロ大学農学部は、多くの研究機材を保有しており、新たな分析機器の

購入、特に高額の分析機器の購入が必要ないことを確認した。また、本プロジェクトでは、

実証圃場設置のための協力が農家から十分に得られない可能性があることも考慮し、ARC

が保有する複数の実験圃場も活用する予定である。よって、資機材の納入や設置の遅れによ

るプロジェクト開始時期の遅延といった問題が生じる可能性は低い。 

 

 ４－１－４ インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測される。 

 

①プラスの波及効果：本プロジェクトの活動及び成果が JSC を通じて関係行政機関に報告さ

れることで、社会経済開発計画及び NWRP、国家農業生産計画が掲げる食糧生産の増大と

雇用の拡大に生かされ、その実現が見込まれる。また、エジプトと同様の課題を抱える近隣

地域において、本プロジェクトの成果が応用されることで、地球規模課題の克服への貢献が

見込まれる。 

②マイナスの波及効果：燃料作物栽培と食用作物栽培の競合が生じる危険性があるため、エジ

プト及びわが国政府の方針 4に沿って、本プロジェクトで提示される方策がこうした競合を

誘起しないよう、エジプト側への方策などの提示に際して十分留意する。 

 

 ４－１－５ 持続性 

 本プロジェクトの持続性は以下のように予測されるが、エジプト側による継続的な財政面で

の負担など、持続性を確保するための努力が必要である。 

 

①人材育成：日本人専門家による研究レベルでの技術移転が効果的に行われることで、エジプ

ト側研究者の問題発掘や分析手法を含む研究能力の向上が期待される。 

②普及：本プロジェクトの研究成果が、WMIP2 にて構築される体制を通じて普及されること

で、ナイルデルタ及び近隣地域において食用作物や燃料作物の増産と住民参加による水利用

の効率化が期待され、農業生産の効率化及び持続性が確保される可能性が大きい。 

③政策レベルでの連携：本プロジェクトの実施において、目標を達成するために重要な役割を

担うエジプト側 3省（MHES、MWRI、MALR）を JSC構成員としており、本プロジェクト

を契機にこれら 3省が連携して業務を行うことが期待される。 

                                            
4 2008年 7月の北海道洞爺湖サミットでの世界の食糧安全保障に関する G8首脳声明にもあるように、バイオ燃料の持続可能な生産

及び使用のための政策が食糧安全保障との両立を確保するものであることを確認し、非食用植物や非可食バイオマスから生産され

る持続可能なバイオ燃料の開発及び商業化に向けた取り組みを加速することとしている。 
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４－２ 実現可能性 

 本プロジェクトは、これまで MWRI、MALR がそれぞれ実施してきたナイルデルタ地域の水管

理、農業に関する研究活動を、カイロ大学を介した研究協力として筑波大学が支援するものであ

る。ナイルデルタ地域の水文学、灌漑排水、営農、栽培、畜産と幅広い分野に取り組む本プロジ

ェクトに必要な日本側・エジプト側の人的・組織的リソースは確保されている。 

 

４－３ 環境社会配慮・貧困削減・ジェンダー 

①貧困：本プロジェクトで検証した公平な水分配や水管理の合理化が実行されることによって、

ナイルデルタ地域全体の小規模農民の農業生産量の増加と、これら農民の生計向上につながる

よう、本プロジェクトで提示する方策が十分実現性のあるものとなるように配慮する。 

②ジェンダー：2000年から 2007年に実施された WMIPでは、水利組織への女性参加率の低さが

指摘された。よって、本プロジェクトで実施される圃場レベルでの検証開始前に、女性農民を

含む農家に対するプロジェクト概要の説明を確実に行い、農民レベルでの問題意識の向上や女

性農民からの問題提起などが行われるような環境を整備する。 

③環境：本プロジェクトは、農業分野において将来的に使用可能な水資源量の減少が見込まれ

ることから、その対策を提示するものである。本プロジェクトでは、水資源量の減少によって

生ずる可能性のある圃場での塩類集積を回避するための方策を検討するとともに、燃料作物の

栽培に際しても、これが将来的に食用作物の栽培と競合しないように留意する。 

 

４－４ 他ドナーとの連携 

 エジプトでは、水資源管理分野において営農面での支援と併せて包括的な取り組みを行ってい

るドナーはない。本プロジェクトで提示される水管理手法、土壌管理手法、営農手法の改善策や

燃料作物生産の可能性が、これらドナーの活動に反映されるよう働きかける。 

 このため、定期的に実施される水資源管理に係るドナー会議にプロジェクト関係者が参加し、

関連プロジェクトの進捗状況を把握するとともに、本プロジェクトの内容と成果を周知すること

とする。 
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第５章 留意事項 
 
５－１ 団長所感 

（１）概 要 

SATREPS は、国際社会が直面している環境・エネルギー、防災及び感染症分野等の地球規

模課題を解決すべく、そのための特に開発途上国の科学技術力が向上・発展することをめざし

ており、わが国の体制も外務省と文部科学省が支援し、JST と JICA が連携・実施するという

新たな体制で臨んでいる。今回の本プロジェクトはエジプトでの食糧と燃料の持続的生産をめ

ざすために、農業用水の節水と再利用を図り営農とエネルギー対策を総合的に検討するもので、

その研究内容は、灌漑、土壌、作物・栽培、水質及びバイオエネルギーの分野にわたり、日本

側の研究の実施体制も筑波大学をはじめ鳥取大学、三重大学及び農業工学研究所から 14名の

各分野の研究者が参加する体制をとっている。 

    

これを受ける形で、エジプトの関係機関も、カイロ大学（MHES）、WMRI（MWRI）及び

ARC（MALR）を C/P機関としており、各省庁にわたる総合的な研究体制の構築が求められる

ものとなった。このため、この新たなスキームとプロジェクトの目標に対する理解と共有、研

究内容の検討と合わせ、実施体制の構築を今回の調査で合意した。実施体制については、プロ

ジェクトの本体である 5つの WGの活動分野を含む事業実施組織 PMUを設置した。また、日

本人研究者は交代で少なくとも 1名は常駐するが、エジプト側の着実で連携をとった活動を求

めるため、カイロ大学農学部を中心として ARCと WMRIで連携するための覚書（Memorandum 

of Understanding：MOU）を取り交わすこととした。 

さらに、事業の年間計画や予算配分等を決定する PMUの上位決定機関として JSCを設ける

機構とした。エジプトが負担する部分の予算措置の確保とともに、プロジェクトの成果をエジ

プトの政策である最上位計画に反映させるため、JSCのアドバイザーとして 3関係省及び日本

側関係機関の参画を位置づけた。 

加えて、エジプト側の経費負担も協議の主要な部分を占めたが、本科学技術協力スキームが

科学技術力の向上を図ることから、従来どおり JICAとして途上国の自立発展を促す同様の立

場をとり、一定の理解を得た。 

 

このように従来の農業分野の開発援助スキームを用いて科学技術外交を行っていくという

新たな観点からすれば、今回の事前調査での基本的な合意と枠組みの構築によりスタートライ

ンに立ったばかりであり、R/Dに向けた具体化の準備、プロジェクトを開始してから軌道に乗

せるまで、周到な準備と調整を図っていくことが不可欠であることを今回の詳細計画策定調査

を通じて痛感した。 

 

（２）円滑な事業開始に向けて 

  １）具体的な実施計画の策定 

本事業の予算の支出割合は、日本側の大学研究者の交通費と業務調整の人件費等で予算全

体の約半数を占め、残りが調査・研究費等の活動費となる。今回の協議では具体的な予算額

は示さなかったものの、現地での研究費に制約があることを念頭にエジプト側に過度な期待
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を抱かせないよう、適切な実施計画の下に進めることに注意する必要がある。 

特に活動費については、土壌、水質及び作物の分析とそのための試料採取、そしてその試

料数が相当数見込まれており、活動費の主要を占める。カイロ大学で新築された研究センタ

ーの分析機器でほとんどがカバーできることを確認しているものの、今回の調査で詰めた実

験・実証サイトの条件を踏まえ、具体の試料数や項目とその分析費用や不足する機材の概定

を行う必要がある。 

一方、水管理の分野については、実証サイトで流量を計測するなど、新たに機材を調達し

て設置することになるため、事業開始後速やかにデータを収集できるよう、設置位置、機材

の種類、計測の方法、活動の体制等、綿密で周到な準備をするとともに、エジプト側の機動

性を確保していくことが極めて重要となってくる。この水管理に係る調査・研究の C/Pは行

政の研究機関である WMRI だが、筑波大学との事前段階から今回の協議の状況を通じてみ

ても、カイロ大学と比較して、研究に必要な調査を実施するための十分なレベルにはないと

考えられるため、一層十分な対応をしていく必要がある。日本側の拠点となる執務室につい

ては、カイロ大学と WMRI の 2 カ所を確保したが、早期にその整備をするなど、より緊密

な連携を図っていくことが必要である。 

共同研究の内容については、各分野とも合意に至った。節水灌漑の手法開発とともに耐塩

性の作物の導入も対象としているが、既にエジプト側で実用段階にきているとされるバイ

オ・テクノロジーを利用した研究の追加がエジプト側から提案され、予算計画に大きな変更

がないことを条件として追加した。R/D締結までにこれを取り込んだ具体的な研究体制と実

施計画を詰める必要がある。 

  ２）その他 R/D締結までに必要な事項 

R/D 締結までには、前述の実行計画の詳細の策定及び相手国内の関係機関間の協力協定

である MOUの最終的な取り交わしをするとともに、プロジェクトを円滑にスタートさせる

ための準備として次のことが必要である。 

①機材調達に係る現地情報の収集（日本及び現地代理店等について JICA在外事務所の協

力を得て対応していく）と調達方法の検討。特に観測・計測機器については、設置から

取り扱い指導や維持管理が十分確保できるよう、C/Pも主体となって対応する体制をと

ることが必要。 

②エジプト側で負担する経費に係る予算要求の準備（全体活動計画、初年度予算配分の調

整、来年度予算の相手国の予算要求を確実にさせるための調整予算配分案作成）につい

ては、今春までの積み上げが求められているため、R/D締結の段階の大方の詰めを行っ

ておく必要がある。 

③ナイルデルタ地域で農業用水の水管理に係るプロジェクトを実施している WB 等の他

ドナーの活動情報を収集し、必要な連携の検討を行う。 

④第 1回目の JST及び PMUの開催準備。 

⑤専門家の研究環境を整えるため、カイロ大学と WMRIに設置する事務室の整備。 

⑥現時点では 3省が対象となっているが、研究項目によっては部分的に新たな研究機関の

参加が見込まれている。詳細の活動計画を策定する過程で、新たな研究機関に対するプ

ロジェクトの説明と協力要請を行う必要がある。 
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このように業務調整事項が多岐にわたっているため業務調整員の負担も相当大きくなる

と想定される。業務調整員の選定にも十分配慮するとともに、開始時からの実施体制を十分

検討する必要がある。 

 

（３）プロジェクトの円滑な推進について 

共同研究の成果は今後関係する学会等に発表されていくこととなり、そのことを通じてエジ

プト側の技術・研究レベルの向上とモチベーションの向上が図られ、プロジェクトの一層円滑

な推進が図られるものと考えられる。プロジェクトの各年度において単に成果や研究の進捗が

報告されるのではなく、必要に応じてシンポジウム形式にするなど、より効果的な打ち出し方

を検討することが重要と考えられる。 

プロジェクト実施後の先方国の意識高揚と関係機関の協力強化のため、事業開始後、できる

だけ間を置かずにプロジェクト開始式（例えば、キックオフ・ミーティング）を執り行うこと

が効果的である。今回在エジプト日本国大使館を表敬した際、石川特命全権大使にも本プロジ

ェクトの有効性にご賛同いただき、自らの参加のご意向やエジプト側のハイレベル出席の調整

への協力についても述べられた。早い場合、7月から 8月が見込まれるが、日程調整、ロジ作

成等の準備を計画的に行う必要がある。 

 

（４）WMIP2との関係について 

現在 JICAで実施している技術協力プロジェクトは、あくまでも農民組織を対象に水管理の

普及を対象としているが、本プロジェクトは節水や水管理の新たな手法を開発するものである

ことから、活動内容の重複はない。本プロジェクトと WMIP2とは、実証サイトが重複する部

分があるが、双方が一層効率的に実施できるように調整を図る必要がある。そして、本プロジ

ェクトの成果が将来 WMIP2に反映されることで、農民の水管理が一層効果的に実施されるな

ど、相乗効果を生み出すものと期待される。 

また、WMIP2 だけでなく、本プロジェクトの成果は、節水による新たな水源の開発や作物

の導入が図られるものであることから、その手法を具現化するための円借款スキーム等の連携

へと発展することも期待される。 

 

５－２ 国際共同研究実施に関する意見（現地調査についての JSTからのコメント） 

 エジプト側関係者との意見交換、視察などの結果、基本的に日本で採択された研究計画に大き

な変更を加える必要がないことがほぼ確認できた。 

 JSTとしては、本共同研究プロジェクトの上位目標は、①地球規模課題の解決に資する科学技術

の進展、②開発途上国（エジプト）の課題解決への支援、③相手国の持続可能な発展（科学技術

的知見、研究インフラ、人材、社会還元）への支援、④日本と相手国の科学技術ネットワーク（科

学技術及び人的）の構築、⑤国際的に活躍できる日本人人材の育成、と考えている。 

 世界的に食糧不足が大きな問題となっているが、十分な量と質の農業用水が不足していること

が農作物増産の大きな障害となっている。研究対象とするエジプトのナイルデルタ地域は広大な

平野と日射量に恵まれ、農作物生産について大きなポテンシャルを有するが降雨量が極端に少な

いため、既存の灌漑農地においても既に農業用水の量・質両面における劣化や塩類集積などの問

題が顕在化している。そのうえ、食糧増産のために 50 万 ha に及ぶ新たな灌漑地の開発を計画し
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ており問題がさらに深刻化するおそれがあり、灌漑システムの合理化を含めた総合的かつ革新的

節水型農業の開発・確立が喫緊の課題となっている。 

 本プロジェクトは、食糧の土地生産性、水生産性の向上をめざした具体的技術目標として、①

農地の塩類集積や水汚染の緩和、②塩類集積や水汚染に適応した作物・栽培方法の選択、③最適

なエネルギー作物生産と農業利用、④これらに適した妥当性、衡平性を有する灌漑システムの開

発、を挙げている。食糧やエネルギー資源の需給緩和は、エジプトはもとより世界全体、及びそ

れらの輸入国である日本にとっても大きな恩恵がある。 

 今回の現地調査により、解決すべき課題及び共同研究に対する両国関係者の意識の共有が進み、

具体的研究内容、各研究機関の担当、参加研究者、推進体制、費用分担、評価方法などが明確に

なってきた。 

 

（１）本事業に対するエジプト側の理解 

関係省庁、研究機関のトップはしっかりした問題意識をもっており、本プロジェクトに対す

る期待が大きい。共同研究の仕組みについても理解されたと考える。ただし、費用分担などは、

今回の調査でもかなりの時間を割いて議論され一応の合意が得られたが、境界が必ずしも明確

に定められず、今後個別に支出案件が出てきたとき、あるいは予算の制約が出てきたときなど

に議論が蒸し返される可能性があることは否定できない。 

 

（２）エジプトの関係機関の研究能力 

  １）カイロ大学 

 相手国の研究代表機関であるカイロ大学は、中東・アフリカ地域の中で際立って高い研究

能力を有する。本プロジェクトの研究代表者を務める農学部の Hany A.E.教授は、今回の調

査における主な交渉相手であったが、精力的に対応してくれた。若手ながら高等教育大臣の

補佐官を務めるなど、研究者としてもマネジャーとしてもすぐれた能力を有していると思わ

れる。また、最近、農業研究の建屋が新設され 、農業・バイオの研究に必要な主な分析装

置類が整備されている（寄付によるものとのこと）。 

  ２）NWRC、WMRI 

 治水、利水の中心的、総合研究機関であり、本プロジェクトにおける重要な共同研究機関

である。灌漑事業についての実績が豊富で JICAとの協力関係も密接であるとのことである

が、今回の現地調査では、研究部署を見る機会がなく、その研究能力を判断することは難し

い。ただし、農業地区の現状をよく把握していることは間違いない。 

  ３）ARC 

 今回の調査では、幹部以外接することがほとんどなく、研究能力は不明である。 

 

（３）実験・計測・分析現場 

候補となる地域を視察した。地域はほぼ確定したが、具体的な地点は未確定である。今後、

現地を詳細に点検しながら決定していく必要がある。 

 

（４）研究内容の変更 

研究計画に大きな変更はないが、予算・工程に大きな変更がないという条件で、次の 2点が
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追加された。 

①バイオ・テクノロジーによる対塩性作物の検討 

②ナイルデルタ全域についての土地生産性、水生産性向上の評価 

 

①は、カイロ大学からの意見で追加された。作業範囲をもう少し具体的に確認する必要があ

ろう。②は、研究の成果を政府機関などにアピールするうえで重要であると判断し、JSTから

も要請したものである。 

 

（５）研究の進め方 

エジプト側は、カイロ大学が全体取りまとめ機関であり、かつ農作物に関する研究を主に担

当する。WMRI が全体取りまとめのサブ機関の立場であり、プロジェクトの中の主要部分で

ある水利関係の研究を担当する。運営体制は、JSC と PMU とが中心になる。JST としては、

主に日本の研究機関からの情報と JSC、PMU での議論、報告を通じて全体の活動をみていく

ことになる。JSC には、アドバイザー／オブザ－バーとして参加することとした。中間評価、

最終評価については、JSTは主に国内の機関に対して行うが、共同研究全体の振興、成果の把

握が重要であり、エジプト内の研究については JICAが計画しているものと連携して行う（合

同評価など）ことが合理的であろう。 

 

（６）成果の公開、知的財産権の獲得 

知的財産権の獲得や成果の公開は、本研究の存在感、日本の今後の立場の確立の面から重要

である。これらの取り扱いは研究機関間の MOUで定めることになる。知的財産権は原則的に

発明者、発明機関が権利を得ることで合意。世界的にみても重要な技術を開発することになる

ので、両国の研究者は特許の出願に努力されるよう要望したい。成果の学会発表については双

方とも意識が高い。発表に際しては本プロジェクトの成果であることを記述するよう MOUで

も確認してもらいたい。 

 

（７）残された課題 

方針、体制、共同研究内容などについてかなり明確になったが、研究計画（日程）、研究担

当、予算、実験・計測・分析地点の詳細など今回積み残したところがある。他方、共同研究は

できれば 4月に発足したいため、時間的に切迫している。したがって、R/D締結に向けて、JICA、

研究者、研究機関、関連機関は折衝に苦労すると予想される。とくに JICA関係者には絶大な

支援をお願いしたい。 

 

（８）JICAへの要望 

本事業は、共同「研究」であるがために、例えば、経費の面でも、機材の購入などのほか、

分析や観測のための経費、人件費などが膨大になるなど、JICA の既存の「技術協力」とはや

や異なった状況になる。現在は、個々の案件ごとに相手国の出方などをみながら ODAでの負

担と相手国の負担を交渉し決めているため、柔軟性がある一方、横並びにみたとき不自然な形

になることもあり得る。今後、共同研究独自の制度を設定するよう検討していただきたい。ま

た、本プロジェクトが成功するよう絶大な支援をお願いしたい。 
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（９）その他 

食糧、水問題は世界的に大きな課題であり、本プロジェクトにより、当該対象地域の課題解

決、エジプト及び日本の科学技術の向上、エジプトの研究機関のキャパシティ・ビルディング、

人材育成、両国の研究コミュニティの連携強化、国際共通技術基盤の構築、さらには国際的に

活躍できる日本人研究者・技術者・リーダーの育成が進展することを期待する。 
 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 
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１．調査日程 

日付 時間 行程 宿泊 

1/13 

（火） 

 

1100 

1600 

（野口団員、三谷団員） 

カイロ着 (EK927) 

高等教育省での打ち合わせ（科学技術政策アドバイザー） 

カイロ

1/14 

（水） 

1000 

1400 

カイロ大学との協議 

水管理研究所訪問 

カイロ

1/15

（木） 

1030 

1300 

カイロ大学との協議 

国立水研究センターとの協議 

カイロ

1/16 

（金） 

 M/M作成 カイロ

1/17 

（土） 

 

1100 

1500 

（合屋団長、佐藤団員、井上団員） 

カイロ到着 

団内打ち合わせ 

カイロ

1/18 

（日） 

1000 

1200 

1400 

カイロ大学農学部長表敬  

カイロ大学及び水管理研究所との協議 

高等教育省副大臣（科学研究担当）との協議 

カイロ

1/19 

（月） 

0930 

1100 

1400 

カイロ大学との協議 

農業研究センターとの協議 

水管理改善プロジェクトⅡ専門家との協議 

カイロ

1/20

（火） 

 サイト調査 (バハル・テラ用水路：Bahr Tirra) カイロ

1/21

（水） 

 

 

団内打ち合わせ 

M/M作成 

カイロ

1/22

（木） 

1000 カイロ大学との協議 

M/M協議 

カイロ

1/23 

（金） 

 団内打ち合わせ 

M/M協議 

カイロ

1/24 

（土） 

 団内打ち合わせ 

M/M協議 

カイロ

1/25 

（日） 

1000 

1400 

カイロ大学との協議 

在エジプト日本国大使館報告 

カイロ

1/26 

（月） 

1000 

1400 

M/M署名 

JICAエジプト事務所報告 

カイロ

1/27 

（火） 

 

1915 

（合屋団長、佐藤団員、井上団員、三谷団員） 

カイロ発 

（野口団員） 

→他調査参団 

カイロ
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２．主要面談者 

＜エジプト側＞ 

高等教育省 

 Dr. Maged El-Sherbiny Assistant Minister for Scientific Research 

 

カイロ大学 

Dr. Ali Nigm  Dean, Faculty of Agriculture  

Dr. Hany A. El-Shemy Faculty of Agriculture 

 

水資源灌漑省 

Dr. Hussein I. El-Atfy Senior Undersecretary and Head of Irrigation Department 

 

水管理研究所： 

Dr. Nahla Abo El-Fotouh Director 

Dr. Gamal Elkassar 

 

農業土地開拓省 

農業研究センター： 

Dr. Ayman F. Abou Hadid President 

Dr. Amr Farouk  Researcher 

 

＜日本側＞ 

在エジプト日本国大使館 

石川 薫   特命全権大使 

伊藤 毅   参事官 

中村 康明  一等書記官 

 

JICA専門家 

 塚本 勝 科学技術政策アドバイザー（高等教育省） 

 鈴木 博 農業水資源政策アドバイザー 

 

JICAエジプト事務所 

松下 篤   所長 

田中 理   所員 
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